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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

株式会社 竹田商会

代表取締役社長 竹田 奉正氏

取引店 福岡銀行 比恵支店

三島光産 株式会社

代表取締役社長 三島 正一氏

取引店 福岡銀行 八幡支店

株式会社 遊歩人

代表取締役 草野 眞一氏

取引店 熊本ファミリー銀行 嘉島支店

株式会社 チョープロ

代表取締役 荒木 健治氏

取引店 親和銀行 長崎営業部

頭取の企業訪問
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鋼材運送のアルバイトからの
スタート
－私がこの業界に入ったのは、実
家が中古鋼材の卸売業を営む中学
時代の野球部の先輩から、「鋼材
運送のアルバイトをしてみない
か？」との誘いを受けて始めたの
がきっかけです。
仕事にも慣れてきた頃、アルバ
イトの運転手が不要となり、当時
（１９６４年（昭和３９年））の価格で５
万円の中古のオート三輪を購入し、
自宅を事務所代わりにして運送を
始めました。
独立当初は、鉄工所の製品等を
運んでいましたが、次第に端切れ
の鋼材（スクラップ）の引き取り依
頼も相次いできた為、運送の傍ら
スクラップを回収しては鉄屑問屋
に販売していました。そのうち、
再利用可能な鋼材をリサイクル品
としてお客様に安価で提供したり、
お客様からの「こういった鋼材は
無いのか？」というご要望にお応
えする為、鋼材問屋を駆け回って
捜したりする御用聞きもこなして
いました。こうした経験が、当社
の強みである「鋼材の卸売」と「ス
クラップの回収・販売」の２つの
機能を持つビジネスモデルに繋
がっていきました。

顧客満足度の向上と業績拡大の
両立を目指して
－当社のように、「鋼材の卸売」と
「スクラップの回収・販売」の両方
の機能を持つ企業は全国的にもほ
とんどありません。理由としては、
お客様の確保が容易にいかないこ
とに加え、人材確保ならびに技術
教育に相応のコストと時間を要す
ること等が挙げられます。鋼材を
販売すると同時に、不要になった
スクラップも当社が引き取るとい
うワンストップサービスが当社の
強みであると自負しています。
しかし、２つの機能をバランス
を取りながら事業を拡大すること
は大変苦労しました。年商が暫く
３０億円の壁を超えられず、どう
すれば年商アップに繋がるのか
色々と悩みました。
悩み抜いた結果、「とにかく甘
えを捨て自分を追い込む」と決心
をしました。そこで、まず実行し
たのが早朝始業です。「売上げが
伸びないのなら、人の倍働けば伸
びるはず」この想いから早朝４時
半には現場で仕事を始めることを、
私が率先して当時の社員と一緒に
実践したところ、徐々に売上げも
増え、３０億円の壁を超えること
が出来ました。当社のチームワー
クの強さを実感出来た瞬間でした。

サービス業としてお客様の為に
何をすべきか
－売上げ増加に伴い倉庫も手狭に
なってきた為、９０年（平成２年）に
糟屋郡宇美町へ倉庫と事務所、な
らびにお客様のご要望通りの加工
（曲げや切断、穴空け等）が出来る

設備を導入した工場を全面移転し
ました。
その後も、持ち込まれるスク
ラップに機敏に対応出来るよう太
宰府市にスクラップの保管場所
（ストックヤード）を移転（９３年）
したほか、九州最大のスクラップ
切断用ギロチンを導入（９７年）し
た北九州支店や、国内およびアジ
ア各国への海上輸送拠点として、
福岡市東区に東浜工場と箱崎ス
トックヤードを開設（０６年）しま
した。
特に北九州支店では、０２年に
スクラップの破砕と分別を同時に
出来るドイツ製のクラッシャーを
導入したことで、取扱量が飛躍的
に増加するとともに、貴重な金属
を無駄なくリサイクルすることが
可能となりました。
昨年９月には、福岡市博多区に
高度な耐震性を備えた新本社ビル
を建設しました。これにより、大
切な顧客情報等の安全性確保と事
業の継続性も更に万全な体制に
なっています。また、この地は当
社創業の地でもあり、新本社ビル
の完成は当社の念願でもありまし
た。改めて「原点」に立ち返り、
力強く歩み出したいと思っており
ます。
振り返れば「お客様のご要望に
お応えする為には何が必要か」を
常に考え続け業務を行ってまいり
ました。私どもは、あくまでもサー
ビス業です。北九州支店や東浜工
場では、２４時間スクラップ受け
入れが出来る体制を採っています
が、これもお客様の利便性を第一
に考えた結果です。

株式会社 竹田商会
代表取締役社長

竹田 奉正氏
■創 業：１９６４年８月 ■設 立：１９８０年１２月
■所 在 地：福岡市博多区 ■資 本 金：３，０００万円
■従 業 員：８２名
■事業内容：鋼材卸・スクラップの回収及び販売
■事業拠点：福岡市博多区（本社）、北九州市若松区（支店）、福岡市東区、

太宰府市、糟屋郡宇美町（工場、鋼材倉庫）
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今後も、本社ならびに４拠点が
引き続きそれぞれの特色を発揮し
ながら連携し、お客様の様々なご
要望に対してお手伝いさせて頂き
たいと思っております。

人づくりを大切に
－当社は、社員教育に大きな情熱
を注いでいます。お客様に愛され
信頼される人間、どんな状況に対
しても逃げずにお客様のニーズに
しっかりお応えできる人間の育成
に取り組んでいます。毎年、外部
講師による研修を実施するほかに、
私自身も週に２回は必ず各工場を
回り、技術教育を行っています。
また、当社では若手に対して仕
事に対する権限を与えています。
これは、私自身が「自分で考えて
行動する」ことの重要性を感じて
きた為、社員に対しても、自分で
考え行動に移すよう指導しており、
商社との交渉や仕入れ等も、担当
者の考えを尊重するようにしてい
ます。
当社は福利厚生も重視していま
す。もちろん保険関係については、
危険を伴う業務でもありますので、

どんな不慮の事故や災害が発生し
た場合でも十分な対応が出来るよ
う万全の補償体制を採っています。
また、私の妻である専務を含めた
社員の夫人同士で親睦を図る「奥
様研修会」も福利厚生の一環とし
て行っています。これは、家族の
支えがあってこそ仕事が出来ると
の考えからです。

常にお客様とともに
－数多くのお客様に支えられて、
当社はここまで成長することが出
来ました。「どんな場合にも、お
客様の真にお役に立つ行動をする
こと」これこそが、創業以来の私
どものモットーです。今まで、金
属原料部門、鋼材販売部門、鋼材
加工部門、建設部門において着実
な実績を積み重ねることが出来た
のも、全てお客様のご要望にお応
えして事業を拡大してきた結果で
す。最近では、新たにアルミ加工
部門も活動を開始しています。
今後も、引き続きお客様のお役
に立てるよう社員一同精一杯頑
張ってまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

鋼材の卸売とスクラップの回
収・販売のワンストップ化とい
うビジネスモデルを構築される
までには大変なご苦労があった
ものと拝察いたします。また、
お客様第一主義の実現に向けた
積極的な取り組みを行いながら、
業績も拡大させてこられた、そ
の先見性には非常に感服致しま
した。
今後も引き続きお客様のご要
望にお応えしていかれるととも
に、更なる高い目標に向けてご
発展されることを祈念致します。

本社ビル全景 九州最大の１，６００トンギロチン ギロチンへの鉄屑投入の様子

北九州支店全景 工場視察の様子 左から島本支店長、竹田社長、谷頭取
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産業で光り輝く存在となることを
目指す
－当社は、私の祖父である三島亀
松が１９１６年（大正５年）に三島組
を創業したのが始まりです。創業
当初は旭硝子株式会社牧山工場
（現在の北九州工場）や新日本製鐵
株式会社八幡製鐵所の製造ライン
作業およびメンテナンス作業等の
業務を行なっておりました。
１９４９年（昭和２４年）に株式会社
に改組いたしました。改組の際に
社名を決めるにあたり、当社では
三島「興産」ではなく三島「光産」
とすることにしました。「光産」と
いう社名には、当時の社長であっ
た私の父の「会社を産業で光り輝
くものにする」という思いが込め
られています。
その後、当社は創業以来蓄積し
てきた技術・ノウハウを活用する
ことで、幅広い分野での更なる技
術の蓄積・製品開発に取り組んで
おります。そして現在では、鉄鋼、
機械、電機、化学、自動車など幅
広い部門を持ち、国内だけでなく
世界を舞台に事業を展開する企業
となることができました。

幅広い分野にわたって
高度な技術を蓄積
－当社設立後、会社として独自の
技術を有することが今後必要に
なってくると感じた父は、昭和３０
年代から製造ライン作業以外の分
野への多角化に取り組みはじめま
した。そして、金属表面処理（めっ
き）に関する独自技術を創造し、
その技術を活用して、当社の飛躍
のきっかけとなった長寿命鉄鋼用
連続鋳造設備（モールド）を開発い
たしました。このモールド（鋳型）
は従来製品より耐磨耗性の向上や
長寿命化を実現したことで、品
質・コスト面において鉄鋼生産に
劇的な変化をもたらしました。そ
して、現在でも高品質な鉄鋼生産
のためには欠かせない製品として
国内外からのニーズは強く、国内
トップメーカーとして海外にも輸
出しています。
その後、モールド開発等で蓄積
されためっき技術と機械工作技術
を活用して、プラスチックや樹脂
を加工する電鋳金型や射出成形用
金型を開発。更には電鋳・射出成
形金型技術を基に、バンパーやＩ
Ｃトレーといった自動車・半導体
関連部品の製造にも取り組んでお
ります。また、製造ライン作業で
蓄積した効率的なライン運営に関
する技術・ノウハウ等を活かして、
自動車・液晶・半導体等の製造ラ

インのエンジニアリング事業も展
開しております。
技術開発にあたっては、社内の
技術者の力だけでなく、九州大学
や九州工業大学等との共同研究も
行なうことにより、技術の幅を広
げ、専門性を高めるよう努力して
おります。こうした取り組みの結
果、現在では鉄鋼、化学をはじめ、
窯業、機械、電機、航空・宇宙、
自動車等幅広いフィールドにわ
たって、高度な技術を蓄積するこ
とができております。

社員の能力向上が、企業としての
成長のポイント
－２千人を超える社員一人一人が
いきいきと働きながら、幅広い分
野における様々な技術を習得し、
専門的な能力を向上させていくこ
とが、企業としての技術蓄積、そ
して成長に繋がると考えています。
そうした考えから、「いきいきと
たのしく わたしたち自身のため
に そして、社会のために」とい
う経営理念を掲げ、また具体的な
企業活動の方針を示している企業
行動指針においても、「社員を大
切にする」ことを重視しています。
社員を大切にする取り組みの中
でも、人材育成には特に注力して
います。人事部内に人材育成専門
のグループを設置し、先輩社員が
新入社員の指導・育成を行なう

三島光産 株式会社
代表取締役社長

三島 正一氏
■創 業：１９１６年５月 ■設 立：１９４９年１２月
■所 在 地：北九州市八幡東区 ■資 本 金：３億５，９５０万円
■従 業 員：２，２２７名
■事業内容：製造ライン受託作業、連続鋳造関連設備、金属表面処理・

精密電鋳、ＦＡシステムエンジニアリング、自動車製造ラ
インエンジニアリング、大型金型・大型樹脂成形、精密金
型・精密樹脂成形、金属・複合材加工、設備工事・メンテ
ナンス、計測器・電子機器

■事業拠点：北九州市八幡東区（本社）、東京都（支社）、北九州市、行橋
市、茨城県、神奈川県、静岡県、千葉県（事業所）
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「ブラザー制度」や階層別に体系
だった研修制度を構築しています。
また、効率的な技術・技能の伝承
のために、人材育成支援システム
を導入して一人一人の技術レベル
の「見える化」にも取り組んでい
ます。
こうして育成された技術者と高
度な技術の蓄積により、あらゆる
企業の変化するニーズにお応えす
る体制を構築できていることが、
当社の強みであると考えています。

お客様からの信頼の基盤となる
高品質な製品づくりに注力
－お客様からの信頼が何より大切
だと考えている当社では、その基
盤となるクオリティを重視し、蓄
積してきた技術・技能を礎にした
高品質な製品作りに取り組んでい
ます。品質改善に継続的に取り組
むため、１９６９年（昭和４４年）から
サークル活動を開始している

ほか、金型工場を始めとして品質
マネジメントシステムの国際規格
であるＩＳＯ９００１の認証を取得
しています。そして、１０年ほど
前からは （クオリティ、コス
ト）の考えに、「Ｍ（マネジメン
ト）」の考えを加えた自社独自の
改善活動である「 活動」に
全社を挙げて取り組んでいます。

活動では、各社員が直接会

社に対して改善提案を行なう個人
活動と、社員一人一人がグループ
に分かれ、管理者と話し合いなが
ら自部門の問題解決を図るグルー
プ活動を行なっています。管理者
と一体となって取り組むことで、
業務改善に直結した活動が可能と
なっています。

これからも更なる技術の創造、
開発に注力
－当社では現在、これまでと同様
に、蓄積してきた技術・ノウハウ
を活用して、表面処理技術などで
更なる技術の創造、開発、製品開
発に取り組んでいます。また、長
寿命鉄鋼用連続鋳造設備の更なる
海外展開に注力している他、生産
面などで自動車部品メーカーとし
ての実力向上に努め、九州の主要
産業である自動車業界において確
固たる地位を確立することも目指
しております。
これからも全社一丸となって更
なる技術の創造、開発に注力し、
付加価値の高い製品を供給するこ
とで、「社会のために」という経
営理念の実現に努めてまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社は長年蓄積された高い技
術力により、鉄鋼や化学をはじ
め、自動車、半導体、航空・宇
宙など多岐に渡る分野でご活躍
されています。これも会社設立
後の早い段階から、経営の多角
化やその基盤となる人材育成に
注力してこられた賜物ではない
でしょうか。
常に更なる技術開発に注力し
ておられる当社が、これからも
自動車部品等様々な分野におい
て、地元を代表する企業として
ご活躍されることを期待してお
ります。
（６月１日からクールビズを実施しています）

視察風景 連続鋳造用モールドの説明

連続鋳造用モールド（コバルト合金電鋳） 電鋳技術を利用した微細加工転写金型 左から井倉執行役員、小田部取締役、古賀
取締役、三島社長、谷頭取、四元支店長
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総合スーパーの勤務経験を経て

起業

－私は大学を卒業した後、ＯＡシ

ステム販売会社を経て地元の総合

スーパーに７年間勤めました。こ

の総合スーパーで家電品部門を

中心に、国内外での買付けから売

場の販売まで幅広く経験したこと

が、独立後の事業の基礎となって

います。

１９８３年（昭和５８年）、従来無かっ

たような商品やサービスを自ら開

発して、新しいマーケットを開拓

したいという想いから、総合スー

パーを退社して熊本で起業しまし

た。起業当時は、香港などから輸

入したファンシー雑貨を国内業者

へ卸していましたが、徐々に企画

デザインまで手掛け、香港や台湾

の工場に生産を委託するようにな

りました。

８６年（昭和６１年）に大口取引先

の要請に応える形で、東京を本社

とする株式会社エスケイエンター

プライズを設立。業容が次第に拡

大していく中、９２年（平成４年）

に社名を自社のヒット商品と同じ

「遊歩人」に変更し、９７年（平成

９年）には新社屋の建設とともに

熊本に本社を移転しました。

超低価格カセットプレーヤーや

アロマ関連商品がヒット

－当社が手始めに開発輸入に取り

組んだ商品は、香港の工場に生産

委託したデジタル腕時計でした。

文具メーカーとの取引で、腕時計

をハンガー型の台紙に予めセット

してディスプレイ（ハンガーディ

スプレイ）する提案が採用され、

全国の文具店に対する販路が拡が

るなど、新たな流通チャネルの開

拓にも繋がりました。

さらに、当社の大きな転機と

なったのは、８７年（昭和６２年）の

超低価格カセットプレーヤー「遊

歩人」の大ヒットです。この商品

は、取引先との商品開発の会議を

きっかけに、試作品づくりを台湾

の協力工場でスタートしました。

当初、音質のレベルが低く商品化

の大きなネックとなりましたが、

その後イヤホン部分の改良と原価

の引き下げ交渉を何度も重ねた結

果、音質のレベルを上げながらも、

価格は従来品の１０分の１程度に

抑えることに成功しました。

お蔭様で「遊歩人」の販売台数

は１年間で１００万台を突破し、雑

誌で企画されている年間ヒット商

品番付でも上位に選ばれました。

当社では年間１０アイテムほど

の商品開発を手掛けており、数多

くの新商品を世に送り出していま

す。現在、販売しているものには

アロマ関連商品や、ＬＥＤを用い

た「インテリアライト」、「イルミ

ネーションライト」などがありま

す。特に、アロマ関連商品は水溶

性オイルを霧状に拡散させる機能

とＬＥＤライトが組み合わされ、

心地良い香りを手軽に愉しむこと

ができます。当社の「モバイルア

ロマディフューザー」は、デザイ

ン性が評価されて２００９年度グッ

ドデザイン賞を受賞したほか、汎

用タイプの「アロマ・デ・ライト」

は、現在、若い女性を中心に爆発

的なヒット商品となっています。

製品開発輸入では「価格」のみ

がクローズアップされがちですが、

「デザイン」や「品質」も商品開

発における重要なポイントである

と考えます。

徹底した全品検査と

納期厳守への取り組み

－競合他社や国内メーカーがしの

ぎを削るなかにあって、当社が確

固たる地位を維持出来ているのは、

製品開発輸入にありがちな不良品

株式会社 遊歩人
代表取締役

草野 眞一氏
■創 業：１９８３年１２月 ■設 立：１９８６年６月
■所 在 地：熊本県上益城郡嘉島町 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：８名
■事業内容：製品開発輸入卸売
■営業拠点：熊本県上益城郡嘉島町（本社）
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の混入と納期の遅れが皆無に近い

ことが理由です。そのことを可能

にしているのは、創業以来変わる

ことなく実施している商品の全品

検査と、現地協力工場の生産・出

荷状況の把握による納期厳守にあ

ります。

不良品の混入防止には大変な労

力が掛かりますが、一品ずつ全品

検査を行い、ほんの僅かな傷も見

逃すことなくチェックしています。

また、納期厳守については、私

自身が毎月ひと月の半分を協力工

場のある中国に滞在するようにし

ているため、工場の稼動状況は常

に把握しており、納期が遅れそう

な事態が発生しても直ぐに対応で

きるようにしています。こうした

地道な取り組みに対し、取引先か

らも高い評価を頂いています。

海外市場の新たな開拓を目指して

－当社が経営理念としているのは、

「夢と遊び心の商品創り」、「社会

とお客様のお役に立つ商品創り」、

「笑顔と真心の挨拶」です。お客

様や社会に貢献できる商品の開発

に努めるとともに、感謝の気持ち

を持ち続けながら事業に取り組ん

でいます。

これまでは日本国内を中心に展

開してまいりましたが、今年１０

月には上海で開催される展示会に

当社の商品を出品予定であり、中

国マーケットへの開拓にもチャレ

ンジしていきたいと考えています。

また、イギリスには既に商品を

輸出しており、ヨーロッパのマー

ケットの開拓にも目を向けています。

このように、日本国内に加えて

海外での営業展開を目指していま

すが、当社が一貫して目指してい

るのはお客様と社会に貢献できる

商品の提供です。これからも、世

の中が求める商品を開発し、新た

な市場を開拓するとともに、人々

の豊かな暮らしの実現に貢献でき

るよう努力してまいります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

ハンガーディスプレイされた

デジタル時計や超低価格カセッ

トプレーヤーなどに続き、現在

は「モバイルアロマディフュー

ザー」と、当社は常に大ヒット

商品を世に送り出されています。

時代の空気を読み取る卓越した

感性と、独自のネットワーク網

による商品開発力の賜物と感嘆

しています。

新たなフィールドへとマー

ケットを拡げられ、どのような

時代の変化を捉えた商品を開発

されるのか、非常に楽しみです。

（５月１７日からクールビズを実施しています）

本社外観 アロマディフューザー（新製品） モバイルアロマディフューザー
（グッドデザイン賞受賞）

展示会での模様 視察風景 左から坂下支店長、草野社長、林頭取
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に聞く�

顧客第一主義の小売販売で常に
業界の最先端をめざす
－当社は、１９４９年（昭和２４年）に私
の父が長崎石油株式会社を創業し
たのが始まりです。当時ガソリン
スタンドを経営していた父は、Ｌ
Ｐガスが今後家庭用燃料として普
及することを見越し、ＬＰガス販
売へ参入しました。いち早くメー
ター計量による適正販売を実施し、
またガス切れを起こさない為の予
測配送を行う大型の電子計算機を
導入するなど、創業期から常に業
界の先駆けとしての存在でありま
した。また、ＬＰガス販売はきめ
細やかなメンテナンスなしに、お
客様の信頼は得られないという考
えから、卸業を早期に撤退し小売
販売に専念しました。売上の拡大
や安易な利益に囚われず、地道に
１軒１軒の顧客を獲得し、小売販
売の基本に徹した結果、強固な経
営体質を確立することができまし
た。創業者である父の他界により、
経営を引き継いだ母をサポートす
る為、私は東京での仕事を辞めて
当社に入社しました。その母も他
界し、９４年（平成６年）に私が３代
目の社長に就任しました。

当社は、お客様に安心を与え、
お客様の満足度を高めることを使
命として事業を展開しています。
この使命感を持って事業に邁進し
た結果、現在では、県内に２万４
千件を超えるお客様にご利用いた
だいており、「ガスのチョープロ」
として親しまれています。

安心で安全なシステムの構築
－「顧客第一主義」をモットーに、
当社はお客様への迅速な対応の為、
専門家として日々技術の研鑽に努
め、業務に取り組んでいます。特
に重要視しているのがメンテナン
ス業務です。当社は全ての社員が
ＬＰガスに関する有資格者です。
「２４時間３６５日緊急出動」のサー
ビス体制は当然ですが、顧客情報
や顧客とのリレーションがＰＣに
て永年蓄積されています。これを
全社員が共有化しており、緊急事
態が発生しても、おおよその原因
予測が出来ると共に、いつ誰が
行っても迅速且つ適切な対応が可
能となっています。
また、お客様宅でガスの異常
を感知すると電話回線を通じ、
瞬時に自動的に当社まで通知が
届き、事故を未然に防ぐ「集中
監視システム」も構築しています。
これらのシステム構築にあたって
は、様々な負担を伴いましたが、
安全なガスのご提供が可能となり、
お客様からの信頼も強固なもの

となりました。

経営の効率化への取り組み
－これまで当社は、経営の効率化
を図るべく、様々な取り組みを
行ってまいりました。道幅が狭く
坂道が多い長崎では、どうしても
配送コストが高くなってしまうた
め、当社ではいち早くガスボンベ
などの機器の大型化とシステム化
に取り組み、徹底したコスト削減
を進めてまいりました。
更に０９年（平成２１年）には、物
流合理化の一環として、西部ガス
エネルギー株式会社と共同出資で
物流統合会社「エネライフ長崎」
を設立し、より一層の物流コスト
の削減に取り組んでいます。
当社の経営課題に料金問題があ
りました。ＬＰガスは長年、安定
価格・安定供給を是としていまし
た。しかしながら、原油の乱高下
により価格が高値安定となってし
まいました。これはお客様側から
見れば、不透明で解りづらい価格
体系であり、ＣＳ（顧客満足）上大
変重大な問題でした。そこで価格
体系を設備の使用料や維持管理費
などの固定料金と、ガスの仕入価
格に連動した可変料金を組み合わ
せ、より透明性の高い料金体系へ
改めました。これによりお客様の
ご理解を得ることができましたが、
更なるＣＳの向上に繋ぐべく、新
たなサービスの工夫や安全性の確

株式会社 チョープロ
代表取締役

荒木 健治氏
■創 業：１９４９年１０月 ■設 立：１９４９年１０月
■所 在 地：長崎県西彼杵郡長与町 ■資 本 金：３，０００万円
■従 業 員：９２名
■事業内容：ＬＰガス販売業、住宅設備機器販売業、建設業、

リフォーム業、料理道具販売業、飲食業
■営業拠点：長崎県西彼杵郡長与町（本社）、佐世保市（支店）、

島原・大村（営業所）
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立に努めております。

食や住まいへ新たな事業を展開
－現在、地球温暖化問題が注目を
集めており、ガス業界も変革の時
代を迎えています。このため当社
ではガス事業にとどまらず、新規
事業にも取り組んでいます。
まず一つ目が環境への取り組み
です。化石燃料であるガスを販売
する当社は、環境に対する責任を
負っています。そこで当社は、人
や環境への負荷が少ない「持続可
能な社会」を目指す企業となるべ
く、屋上緑化のほか、室内の冷暖
房エネルギーを抑える調湿空調設
備や、大空間に適した放射冷暖房
設備を備え、環境に配慮した本社
を建設しました。また、太陽光発
電システムやエネファーム（燃料
電池）の販売等も行っており、社
内外で環境への取り組みを実践し
ています。
二つ目は、当社の新規事業の核
として取り組んでいる新たなブラ
ンド「ｋｕｒｉｙａ」（クリヤ）の展
開です。「ｋｕｒｉｙａ」とは、厨

房の「厨」（くりや）から名づけて
おり、お客様に食や住まい等の新
しいライフスタイルのご提案や情
報の発信をしていきたいとの想い
から立ち上げたブランドです。
台所で過ごす時間が多い主婦を
メインターゲットとし、お客様に
健全な食生活としての食育を提案
する場である「料理道具・料理教
室ｋｕｒｉｙａ」を本社内に開設し
ました。また、環境と健康を志向
する主婦の憩いの場として「レス
トラン厨（くりや）」もオープンい
たしました。
更に台所周りや内装についての
デザイン性を重視した住宅である
「ｋｕｒｉｙａの家」の販売も行っ
ています。モデルハウスへの来場
者は多く、口コミで広がりをみせ
る等、お客さまの反応も上々です。
今後は、「ｋｕｒｉｙａ」ブラン
ドの展開を積極的に行っていき、
現在のＬＰガスの一部門である
ｋｕｒｉｙａ事業部を大きな柱と
なるよう育成に取り組んでまいり
ます。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

生活の基盤であるＬＰガス販
売においては、何よりも安全性
に配慮した取り扱いが求められ
ます。ガス漏れ事故を未然に防
ぐ「２４時間３６５日緊急出動」や
「集中監視システム」などのサー
ビスのご提供にあたって、これ
まで大変なご苦労があったもの
と推察いたします。ＬＰガス販
売を核として、今後は環境事業
や食、住まいなどの新たな事業
にも取り組まれ、これからも地
域の皆様にとってなくてはなら
ない企業として、益々ご発展さ
れることを祈念しています。
（６月１日からクールビズを実施しています）

本社外観 視察風景（本社内観 ショップにて） 視察風景（ショールームにて）

株式会社エネライフ長崎 「レストラン厨」外観 左から前田長崎営業部長、荒木社長、鬼木頭取
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アジアの最新ビジネス事情
～「アジアのビジネスと金融」講義から～

ローエンド

ミドルエンド�
（ボリュームゾーン）�

アッパーミドル

ハイエンド

＄35,000／世帯

＄5,000／世帯

20億人
BOPビジネス
ソーシャル
ビジネス

10億人�これから有望な�
領域�

2億人 従来の日本企業の
領域

図１ アジアの階層別マーケット

（出所）講義資料
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図２ アジアのボリュームゾーンと日本の人口

（出所）日経新聞記事

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに

九州大学経済学研究院・ビジネススクールで

開講中の福岡銀行連携講義「アジアのビジネス

と金融」から、実務家の皆様向けにいくつかポ

イントをご紹介します。いまや一人勝ちの様相

を呈しているアジア経済について、そのダイナ

ミズムと裏付けとなるマネーフロー、さらには

日本企業の戦略などのご認識を深めていただけ

れば幸いです。

アジアのボリュームゾーン攻略

最近「ボリュームゾーン」という用語を耳に

することが多くなりました。これは通商白書に

よれば「今後大いに拡大すると考えられる新興

国の中間所得層」という概念で、具体的には世

帯当たりの年間可処分所得が５，０００～３５，０００ド

ルの層を指します（図１）。

従来のアジアマーケットはその下のローエン

ドが主体でしたが、近年の急速な経済成長によ

りミドルエンドが急増し、１９９０年には１．４億人

と日本の人口程度であったものが現在ではすで

に１０億人に達しています（図２）。

この層は、従来、日本企業が対象としてきた

ハイエンドやアッパーミドルといった高所得者

層とは異なり、高品質と信頼性だけでは攻略で

きません。その結果当然マーケティングが大き

く変わってきますし、さらに製造や研究開発も

含めた新しいビジネスモデルが必要となります。

最近の日本企業の動きを日経新聞の記事からい

くつか拾ってみましょう。

「ユニチャーム、中国売上高海外首位に」（９／３付）

ユニチャームの１０年３月期におけるアジア地

域全体の売上高は前期比２割増の９６２億円で、

売上全体に占める比率は２５％となる見通し。中

でも中国市場の拡大は著しく、前期比５割増、

インドネシアは３割増。アジアでの紙おむつの

普及率は２～３割程度で、今後とも伸びが見込

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒、
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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めるため、消費者の所得と需要に応じて商品を

そろえ、シェア拡大を目指す。

「スズキ、インドに新工場」（９／５付）

スズキは２０１１年度をメドにインドに年産３０万

台の新工場を建設する。投資額は３００億円程度

で、この結果インドでの生産能力は１３０万台と

日本国内に匹敵する規模となる。自動車業界で

は需要増が見込める新興国戦略が将来の成長の

カギを握っており、同社が５割近くのシェアを

握るインドで積極投資に踏み切る。

「ＪＵＫＩ、新興国に低価格ミシン」（１１／１０付）

ＪＵＫＩは中国、ブラジル、インドネシアで

現行機種より価格を１～２割下げ、中国・台湾

などの競合他社と同等の２万円程度にする。同

社はこれまで高機能機種を中心に手がけてきた

が、中国をはじめとする好調な内需に照準をあ

わせ、騒音レベルなど性能を落としコストを削

減。中国メーカーへの生産委託も検討する。こ

のほか、井関農機は中国向けに旧式の歩行型田

植え機を投入、またコマツは後方小回り機能を

省いたミニショベルを販売するなど、従来の高

機能品から中級品へのシフトが目立つ。

「アサヒと青島ビール、農村向けに格安ビール」

（１１／１９付）

アサヒビールは傘下の青島ビールと共同で中

国市場の開拓を進めることで合意し、第一弾と

して農村向けの格安ビールを共同開発する。

麦芽やホップの現地調達や相互受託製造などで

コストを圧縮、成長余力が大きい農村部で販売

する。

「新興国、低価格品で開拓」（１２／８付）

食品や化粧品など消費財メーカーが新興国市

場で伸びる中間所得層の開拓を本格化する。キ

リンは中国で１本３元（約４０円）の低価格ビール

を投入。資生堂も中国で低価格ブランドの取扱

店を６００店に拡大する。同社はこれまで数千円

の高級品を主力としていたが、今後は千円前後

のブランドに注力。また玩具のタカラトミーは

８割安い６５０円のベイブレードを投入、文具の

ゼブラは中国で半値の５０円のボールペンを販売

する。これまで日本企業は技術力を売り物にし

た高級品で勝負してきたが、中間層の所得向上

や日本市場の成熟化を受け、新興国戦略の見直

しを迫られた形だ。

「新興国モデル広がる－アジア需要開拓」

（１２／１８付）

国内企業が新興国専用モデルの開発・販売を

加速している。キヤノンは中国で機能を絞った

低速コピー機を投入。東芝はディスクやメモ

リーの容量を落とした低価格ノートパソコンを

開発。富士フィルムも画像センサー機能を落と

した１００ドル以下のデジカメをアジアで販売し

た。成長するアジア内需を開拓するためには日

本が得意な高付加価値品ではなく、低価格で現

地需要にあわせた製品が求められる。韓国や現

地メーカーとの競争も一層激化している。

「資生堂、アジア中間層開拓」（２／５付）

資生堂はＡＳＥＡＮ、中国、台湾などのアジ

ア中間層を対象に千円程度の商品を投入する。

４月に本格稼働するベトナム工場を供給拠点と

し、将来はＡＳＥＡＮが中印などと結んでいる

ＦＴＡを利用し、インドなど南アジアへの輸出

も視野に入れる。

「健康・文具などの内需企業、新興国の中間

層開拓」（３／１５付）

大塚製薬はインドネシアにポカリスエットの

新工場を建設。大正製薬はアジアでパブロンな

ど大衆薬の販売を拡大する。またプラスは従来

より４割安い約９０円のはさみなどを開発、ベト

ナムで委託生産し中国に輸出する。三菱鉛筆や

キングジムも低価格ボールペンやファイルなど

をアジアで売り出す。日本の消費が伸び悩むな

か、自動車・電機といった輸出型産業に続き、

内需型企業もアジア市場の開拓を加速している。
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表１ 邦銀の海外支店数推移

１９９１年 ２００９年

米 州 １７０ ３７

欧 州 ７６ ２４

ア ジ ア 先 進 地 域 ９２ ２６

ア ジ ア 新 興 国 １９ ６５
（注）アジア先進地域：香港、シンガポール、台湾、韓国

アジア新興国：上記以外のアジア諸国
（出所）全銀協

「アジア輸出、稼ぎにくく－汎用品中心、低

い単価」（４／２６付）

日本の輸出品の低付加価値化が進んでいる。

輸出品の平均単価はアジア向けの比重が高まっ

たため、この３年間で１３％低下している。中国

で複写機の販売を拡大するコニカミノルタの主

力製品は１台５０万円以下の白黒機だ。複写機本

体を現地で生産し、トナーなどの消耗品を日本

から輸出する。急速に台頭している新興国の中

間層は、余分な機能を省いた低価格品への需要

が強い。この結果、輸出企業が新興国に生産拠

点を移す動きがさらに広がるとともに、一部の

最優良企業は無国籍化に向かい、日本は中間財

の生産拠点という性格を強めていくという見方

もある。

こういったトレンドは経営戦略の上では次の

ようにとらえることができます。すなわち従来

のハイエンドやアッパーミドルに対する攻略法

が高付加価値化と差別化であったのに対し、ボ

リュームゾーンへの対応では低価格と標準化が

最も重要なポイントとなります。

これは場合によっては日本企業に１８０度の路

線転換を迫るものです。製造段階においては品

質を守るための自社一貫生産や垂直統合（バー

ティカル・インテグレーション）ではなく、コ

スト削減のための水平分業（グローバル・バ

リューチェーン）が必要とされ、資本形態にお

いてもオープンイノベーションを前提とした広

範な提携関係が求められます。

例えば米国デル社のパソコンはグローバル・

バリューチェーンの最たるもので、開発は自社

で行いますが、部品は韓国のサムスンや台湾の

部品メーカーから調達し、組立は台湾のクオン

タ、コンパルなどの企業およびこれらの中国子

会社でほぼ全量を生産し、そのまま世界各国に

出荷します。つまり部品・工程ごとに最も適し

たところに立地し、国境の存在はほとんど意に

介しません。一方オープンイノベーションの代

表例としては、米国インテル社のマイクロプロ

セッサーがあり、同社は自社の研究所を持たず、

ＡＴ＆ＴやＺＥＲＯＸなどの基礎研究をライセ

ンス契約や共同出資プロジェクトといった形で

利用しています。

一家意識の強い日本企業からみると、いずれ

もたいへんリスクが大きくマネージも困難に思

えますが、ボリュームゾーン攻略にあたっては

こういった柔軟な経営形態が必要であることも

事実です。

立ち遅れたアジアの金融市場

近年のアジアの経済成長には目を見張るもの

があります。世界のＧＤＰに占めるアジア（日

本除く）のウエイトはこの２０年間で倍増し、さ

らに購買力平価ベースでみると３倍に膨れ上

がった計算となります。これに伴い日本からの

輸出の６割近く、輸入の５割近くが対アジアと

なり、それぞれ対欧米の倍の規模に達していま

す。さらに直接投資も中国、ベトナムなどをは

じめとして着実に増加し、いわゆる日系現地法

人が多く設立されています。この結果邦銀の海

外展開も先進国からアジア新興国へ大きくシフ

トし、この２０年間で欧米の支店数がなんと４分

の１に激減したのに対し、中国などアジア新興

国の支店数は３倍以上に急増しています（表１）。

また質的にも強化が図られ、例えばインドル

ピーなど現地通貨を取り扱う専門チームや、人

民元や韓国ウオンをウオッチして取引先企業の

投資や買収に伴う為替リスクの低減を狙う部署
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表３ 邦銀の現地融資
（２００９年末残高：億ドル）

金 額 構成比

中国

韓国

タイ

インド

３１２

２７５

１９４

１５１

１．３％

１．２

０．９

０．７

米国 ９，４５８ ４１．８

欧州 ７，３５９ ３２．５

オーストラリア ８２８ ３．７

カナダ ４８３ ２．１

世界計（含その他） ２２，６２７ １００．０
（注）日系現地法人向けを除く
（出所）日本銀行

を新設しています。

この背景にはアジアの株式市場が急拡大し、

そこでの運用や資金調達を狙っているという事

情もあります。アジアの株式市場の時価総額は

この３年で倍増して、いまや上海市場は東証を

凌駕する規模となり、これに伴い日系証券各社

もリーマンショック以降、欧米からアジア新興

国へのシフトを加速しています。

しかし、以上のような過熱ぶりとは裏腹に、

実際にはアジアの金融・証券市場はまだまだ未

成熟で欧米と比べると随所に立ち遅れが目立ち

ます。これを次にいくつかのデータに基づいて

みていきましょう。

�日本からアジアへの証券投資は限定的（表２）
株式市場が巨大化しても日本からの投資は低

水準で、米国やＥＵへの投資に比べ数分の１程

度に過ぎません。債券投資に至ってはアジア向

けはなんと全体の１％程度で、しかもそのほと

んどは韓国とシンガポールです。このように証

券投資が少ない背景には、以下のような原因が

考えられます。

・人民元をはじめとする現地通貨の流通規制

（為替取引や送金、借入が不自由）

・流動性の低い株式（通常取引されるのは一

部の優良銘柄に限られる）

・社債市場の未発達（イールドカーブ自体存

在せず発行、流通が困難）

�邦銀の現地企業向け融資もごくわずか（表３）
さきほど紹介したように邦銀各行はアジア新

興国への出店を加速していますが、その業務は

ほとんどが日系企業相手で、現地企業との取引

はむしろ例外的です。本来であれば現地通貨の

調達やビジネスパートナーの紹介などの面から

も現地企業との取引は極めて重要なのですが、

以下のような理由で進んでいないのが実情です。

・言葉の壁（現地語を話す行員が少ない）

・現地企業のガバナンスに問題（オーナー系

企業が多く不明瞭な経営や取引が多い）

・現地企業のディスクロージャーに問題（財

務諸表の開示不足と粉飾）

・法的整理が機能しない（不良債権の回収が

困難）

以上のように、アジアの金融市場は一部を除

いてまだ発展途上の段階にあり、欧米や日本の

マーケットとは大きく状況が異なります。ロン

ドンの金融センターであるシティがランキング

したところによると、アジアでグローバルマー

ケットに位置づけられるのは旧英国植民地の香

港とシンガポールのみで、それ以外はローカル

マーケットないしエマージングマーケットとみ

なされています（表４）。

表２ 日本の海外証券投資
（２００８年末残高：億円）

株 式 債 券

アジア

（韓国）

（ＡＳＥＡＮ）

（香港）

（中国）

（インド）

２６，９８４

（６，１７３）

（４，２８０）

（８，０８９）

（４，９９５）

（１，９６５）

１９，８９０

（１０，２１３）

（７，４８２）

（１，１０２）

（４５４）

（６０３）

北米 １５４，１４２ ５７７，０４０

欧州 １１３，５８２ ７１９，２５１

オセアニア ９，５４７ ５２，７７７

国際機関 － ９５，８５５

世界計（含その他） ３５８，５８２ １，７９８，６５３
（出所）日本銀行
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中国

北緯23度

北緯20度

香港

広州南寧

ハノイ
ランソン

ベトナム

タイ

バンコク

ヤンゴン

ビエンチャン

ミャンマー

ゴールデン
トライアングル

インバール
インドイ

ン
ド

コ
ル
カ
タ

バ
ン
グ
ラ
デ
ィ
シ
ュ

チッタゴン

ダッカ

カンボジア
プノンペン

ラ
オ
ス

表４ アジアの金融センターランキング
業務内容

エリア

Broad&Deep
（広範・高度）

Broad
（広範）

Deep
（高度）

Emerging
（新興）

Global
（国際市場）

シンガポール
香港 ― ―

ドバイ
上海
北京

Transitional
（準国際市場）

東京 ソウル 台北
深セン
バーレーン

バンコク、
クアラルンプール
ムンバイ

Local
（域内市場）

―
大阪 ジャカルタ

マニラ
カタール

リャド

（出所）CityofLondon

図３ 北緯２３度アジア新経済帯

（出所）日経新聞記事

ちなみにグローバルマーケットの定義は、世

界的な繋がり（Connectivity）、業務の広がり

（Diversity）、専門性（Depth）が３つとも備わっ

たものということで、これがまさにアジア金融

市場の今後の課題と言えるでしょう。

北緯２３度の熱気

「北緯２３度アジア新経済帯」という言葉をご

存知ですか。地理的にはちょうど北回帰線（北

緯２３．４度）に重なる、亜熱帯と熱帯の境界地帯

ですが、ここは経済的には北の先進地域と南の

途上地域の境界にあたり、北の資本・技術と南

の労働力・資源が融合しやすい地帯でもありま

す。台湾、香港、広州を起点に西へ進めば、ベ

トナム、ラオス、ミャンマー、バングラディシュ

からインドに抜ける未開発地域が続き、これま

では産業に不向きとみられてきましたが、ここ

がいまアジア経済の急成長を受け新たな経済帯

（コリドール）を形成しつつあるのです（図３）。

このようなアジアの中でも、特に立ち遅れた

地域が注目を集めるきっかけとなったのは、や

はり中国経済の発展です。すでに「世界の工場」

となった中国は、いまや�労賃など生産コスト
の上昇、�元高圧力、�対米貿易摩擦などを背
景に、「量から質へ」「労働集約型産業から高付

加価値化産業へ」と経済構造転換に取り組み始

めました。一方外資サイドにおいても、過度の

中国シフトのなかで「中国一極集中リスク」を

真剣に考え始め、中国工場や中国マーケットの

補完先を近隣に求めた結果、北緯２３度が脚光を

浴びることになったのです。

ただここで注意しなければならないのは、こ

れらの動きは「中国からの逃避」ではなく、生

産も販売もあくまで中国を軸にしたアジアオペ

レーションの再構築である点です。これがまさ

に「チャイナ・プラスワン」の原点で、最近急速に

進みつつあるアジア域内のＦＴＡ（二国間貿易

協定）やＥＰＡ（経済連携協定）は、こういった

域内分業の高度化を後押しするものと言えます。

では東から順に国ごとに概観してみましょう。

・華南と一体化するベトナム北部

ベトナム北部は目下チャイナ・プラスワンの

本命と目されています。地理的に華南や雲南に

近く、歴史的にもかつての漢字文化圏で、例え

ばハノイは河内とも表記されます。近年高速道

路の整備が急速に進められ、いまでは広州から

２日で陸送可能となったため、珠光デルタに生

産拠点を持つ多くの外資系企業がハノイ周辺の

大規模工業団地に進出してきました。例えばパ

ナソニックは華南の系列工場で部品を調達し、

週１便のトラック輸送でハノイの自社工場に搬

入して、家電や携帯電話の組立を行っています。

ベトナムは中国より労賃が安いうえ、社会イ

ンフラもある程度整備され、また政治の安定や

国民の「ものづくり志向」など、生産拠点とし

ては優れた条件が備わっています。また国民の
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平均年齢が２６才とたいへん若く、将来のマー

ケットとしても大きな期待が持てます。このた

め日系企業だけでなく、台湾、韓国そして中国

企業もコスト削減とリスク分散のため、中国か

らの「にじみ出し（グラデーション）」を続けて

います。

・無国籍化するラオス

ラオスは人口わずか６００万人、経済規模もベ

トナムの２０分の１で、経済的にはタイの１県の

ような地位にある小国ですが、中国雲南省、ベ

トナム、カンボジア、タイ、ミャンマーと国境

を接し、まさに北緯２３度経済圏の十字路にあり

ます。特にタイ、ミャンマーと接する「ゴール

デントライアングル」は麻薬取引で知られてい

る通り、いわば治外法権の無国籍地帯のような

ところで、従来から密貿易などにおいて中国雲

南省を相手とする物資・マネーの中継地にも

なっています。つまり非合法の「フリートレー

ドゾーン」が昔から成立している状況なのです。

ラオスはもともと複数の通貨が流通する国で、

政府の発行通貨はキップですが、日常的には一

般にタイバーツを、また旅行者は米ドルを使う

ことが多く、さらに最近では中国資本の進出に

伴い人民元が急速に流入して全く普通に流通し

ています。また中国政府も２００９年から人民元の

貿易取引決済を一部解禁し、雲南省・広西チワ

ン自治区とＡＳＥＡＮ諸国の間は元での決済を

法的に追認しました。将来の「アジア基軸通貨」

を睨んだ壮大な社会実験とみることもできるで

しょう。

・投資ブームにわくミャンマー

ご存じの通り、ミャンマーは現在のところ軍

事独裁政権が実質的な鎖国政策をとっており、

西側諸国は経済制裁の立場から投資を手控えて

います。しかしこの国も北緯２３度という地政学

的理由で、チャイナ・プラスワンの潮流の真っ

ただ中にあります。特に中国はこの国がインド

洋への通り道にあたることから、内航水運や石

油パイプラインなどをはじめとして多くのプロ

ジェクトを立ち上げています。

また豊かな国土や豊富で安価な労働力は投資

先としての魅力を十分に有しており、中国、台

湾、韓国などの企業が、アジア東西回廊の整備

や６，０００万人の人口を擁する潜在市場を睨んで

先行投資を進めています。さらに最近ではベト

ナム、タイ、インドなど域内の他国が、より低

コストを求めて工場進出に着手しており、先進

国を排除した形での経済発展モデルとして注目

されつつあります。

・日が当り始めたバングラディシュ

バングラディシュは１人当たりＧＤＰが１ド

ル／日以下の「最貧国」で、飢餓、疫病、災害

といったイメージが強い国ですが、北緯２３度の

潮流のなかで、この先「究極のチャイナ・プラ

スワン」として第二のベトナムになり得るとの

見方が強まっています。象徴的な動きはユニク

ロの生産拠点シフトで、同社は早い時期に日本

から中国へ工場移転したことで知られますが、

その後中国からベトナムやバングラディシュに

生産をシフトしています。常に「より安く」作

ることを求めた結果がここに帰着したわけで、

投資環境もそれほど厳しくないという評価が広

がっています。また有名なグラミン銀行に代表

されるマイクロファイナンス（貧困者層への小

口事業資金融資等）やソーシャルビジネスの土

壌もあり、ビジネスマインドも決して乏しいわ

けではありません。

以上ご覧いただいたように、北緯２３度上では

いまヒト、モノ、カネが国境を無視して流通し

ています。そしてその動きは「より安い労働力」

と「より成長が見込める市場」を求め、大きな

うねりとなって西へ西へと向かっているのです。
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ＢＳＩ調査による景況感の変化

福岡県、熊本県、長崎県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート（２０１０年４月実
施）」を基に、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新し
い動きなどについてレポートします。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感
１～３月期で３県とも大きく「改善」
内閣府が公表した２０１０年１～３月期のＧＤＰ

（二次速報値）では、物価変動を除いた実質成長
率で前期比１．２％増（年率５．０％増）となりました。
２００９年４～６月期（年率換算６．９％）から４期連
続でプラス成長は維持されています。
前回調査（１０年２月）時の実績値である、昨年

１０～１２月期の３県（福岡県、熊本県、長崎県）の
企業景況感の動きは、福岡県は「改善」、熊本・
長崎両県は「僅かに悪化」であったのに対し、
１０年４月に実施した調査では、３県ともに改善
の動きがみられました。
本調査では、３県（福岡、熊本、長崎）の企業

約１，１００社を対象に実施した、景況感アンケー
トの結果についてレポートします。

■実績
まず、３県全体（福岡、熊本、長崎）の業況Ｂ

ＳＩ「２０１０年１～３月期実績」をみると（図１）、
福岡県で▲１（前期比＋３３）、熊本県で＋１３（同
＋５０）、長崎県で▲１７（同＋１１）と、ＧＤＰの動
きと連動するように、３県とも「大きく改善」
しており、特に熊本県はプラス水準へ、福岡県
もほぼプラス圏まで改善しています。
改善の主な要因は、物流の活発化等により福

岡県は非製造業（特に運輸・倉庫）の業況判断が
好転したことや、熊本県については、製造業（特
に電子部品・電気機械、輸送用機械）、非製造
業（特に小売業）の大幅な改善、長崎県について

も、製造業（特に繊維製品、電子部品・電気機
械）の回復等が挙げられます。

■見込み・予想
続く４～６月期（見込み）では、福岡県は＋６

（前期比＋７）と改善、続く７～９月期（予想）は
＋４（同▲２）とほぼ横ばいで推移しており、熊
本県については、４～６月期（見込み）は＋９（同
▲４）、７～９月期（予想）も＋１（同▲８）と若
干の悪化は見込んではいるもののプラス圏で推
移しています。また、長崎県は製造業の落込み
が大きく、４～６月期（見込み）に▲３４（同▲１７）
へ大きく悪化する一方、７～９月期（予想）には
▲２３（同＋１１）まで戻しています。
今後の見通しは、改善傾向の福岡県、悪化傾

向ながらもプラス水準は維持している熊本県、
悪化と回復が混在する長崎県と三県三様の結果
となりました。
福岡県については、鉄鋼・非鉄や建設などを

中心にほとんどの業種で需要回復による業況改
善を予想していますが、熊本県は１～３月期で
の回復幅が大きかったこともあり、化学・石油
製品や電子部品・電気機械、輸送用機械等で今
後の見通しが悪化しています。しかしながら、
ＢＳＩはプラス圏で推移しており、全体の業況
は落ち着いた動きを示すものと考えられます。
また、長崎県については、大半の業種で４～６
月期（見込み）は悪化しているものの、７～９月
期（予想）では再び改善するなど、他の２県と比
べて企業の業況が不安定であることが窺えます。
３県の業況ＢＳＩについて、その一連の動き

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

表１ 回答企業の業種別構成
業 種 企業数 構成比（％） 業 種 企業数 構成比（％）
食料品 ３４ ７．０ 漁業 ６ １．２
繊維製品 ６ １．２ 建設業 ７４ １５．２

化学・石油製品 １４ ２．９ 卸売業 ５８ １１．９
生コン・窯業・土石 ３３ ６．８ 小売業 ４３ ８．８
鉄鋼・非鉄 １３ ２．７ 不動産業 １８ ３．７
金属製品 ２１ ４．３ 運輸・倉庫業 ３４ ７．０
一般機械 ２４ ４．９ ホテル・旅館業 １８ ３．７

電子部品・電気機械 １７ ３．５ サービス業 ４１ ８．４
輸送用機械 ２５ ５．１ その他 ０ ０．０
その他製造業 ９ １．８ 合 計 ４８８１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。
※鉄鋼・非鉄については福岡県・長崎県のみ。

地域経済調査
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図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

から、企業景況感については福岡県と熊本県は
昨年の底打ち後の改善トレンドが確認出来るの
に対し、長崎県については、製造業の見通しの
悪さが背景にあることから、強弱はあるものの
横ばい圏で推移しており、底打ちしたかどうか
の判断は前回調査に続き難しい状況です。

■製造業

次に、製造業と非製造業に分けてみると、１
～３月期の製造業は、福岡県で＋８（前期比＋
２３）、熊本県で＋３０（同＋６０）、長崎県で▲７（同
＋２８）と３県とも大きく改善しています（図２）。
４～６月期（見込み）及び７～９月期（予想）で

は、福岡県は４～６月期（見込み）に＋１２（同＋
４）へと改善後、７～９月期（予想）には＋５（同
▲７）と悪化に転じており、熊本県も、４～６
月期（見込み）が＋２１（同▲９）、７～９月期（予
想）が＋３（同▲１８）と悪化していますが、両県
ともプラス水準は維持しています。
一方、長崎県は４～６月期（見込み）に▲３７（同

▲３０）へ大きく悪化した後、７～９月期（予想）
には▲２１（同＋１６）まで戻しています。
業種ごとの動きでは、福岡県は１～３月期及

び４～６月期（見込み）で、業種の大半が改善す
る一方、７～９月期（予想）では４業種（輸送用
機械、電子部品・電気機械等）がそれまでの改
善の反動等もあり前期比マイナスに転じていま
す。熊本県でも１～３月期は、ほとんどの業種
で改善したものの、４～６月期（見込み）以降は、
福岡県と同様に反動の影響等から約半数の業種
で悪化に転じており、特に化学・石油製品、電
子部品・電気機械、輸送用機械のマイナス幅が
大きくなっています。長崎県も１～３月期は大
半が改善したものの、４～６月期（見込み）では
鉄鋼・非鉄、一般機械以外の全業種が悪化して
います。しかしながら７～９月期（予想）では再
び大半の業種が改善を予想するなど不安定な動
きを見せています。

■非製造業

次に非製造業については、福岡、熊本両県の
動きが似ているのに対し、長崎県の動きに違い
が見られます（図３）。１～３月期は、福岡県で
▲８（前期比＋４２）、熊本県で０（同＋４５）と大き
く改善したのに対し、長崎県では▲２２（同＋２）
とほぼ横ばいとなっています。
要因としては、福岡、熊本両県は、ほぼ全業

種で改善しており、特に福岡県では運輸・倉庫、
卸売、小売等が、熊本県では小売とホテル・旅
館が大きく改善しています。一方、長崎県につ
いては、サービス業は大きく改善したものの、
建設、卸売、サービスを除いた業種が悪化した
こともあり、全体では横ばいとなっています。
４～６月期（見込み）については、福岡県が０

（同＋８）と改善しており、熊本県も０（同±０）
と横ばい、長崎県については▲３３（同▲１１）と悪
化しています。
７～９月期（予想）については、福岡県が＋４

（同＋４）と引続き改善、熊本県は０（同±０）と
引続き横ばい、長崎県は▲２５（同＋８）と改善に
転じています。
業種ごとにみると、４～６月期は季節的要因

が強い業種が新年度入りしたことに伴う反動等
から、建設やサービスで悪化した一方、７～９
月期においては、夏休みへの期待感もありホテ
ル・旅館やサービスが改善しています。

■総括
全産業（製造業＋非製造業）ベースの県別での

景況感の動きをまとめると、２００９年から３県と
もに徐々に回復傾向にあった景況感は、１～３
月期に急回復した後、福岡県は緩やかながらも
改善傾向を維持していますが、熊本県は緩やか
な下落トレンドに転じています。長崎県は４～
６月期に再び悪化した後、回復を見込むなど、
各県の製造業の動きとほぼ連動した動きになっ
ています。
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図６ 経営課題への具体的対応策

２．経営課題とその具体的対応策
●業界の活発な取り組み（複数回答）
新たな市場開拓の動きへシフト

業界の活発な取り組みを尋ねたアンケート結
果の中で、最も回答率が高かったテーマは「新
市場の開拓（４６．７％）」となっており、以下「新
製品・新商品の開発（４２．４％）」、「労働時間の短
縮（２７．１％）」が上位３番目までのテーマとして
続いています（図４）。１年前（０９年４月）の調査
結果と今回（１０年４月）の結果を比較すると、上
位３位までの順位に変動は無いものの、第１位
の「新市場の開拓」と第２位の「新製品・新商
品の開発」の今回の回答率がそれぞれ上昇（＋
４．６Ｐ、＋７．９Ｐ）しているのに対し、第３位の
「労働時間の短縮」の今回の回答率は前回より
低下（▲５．２Ｐ）しています。このことから、１
年前と比較すると取り組み手法自体に大きな変
化はないものの、そのウェイトは雇用面でのコ
スト圧縮の動きから販売促進強化にシフトして
きているものと考えられます。

●経営課題（複数回答）
価格競争の影響拡大

経営課題を尋ねたアンケート結果の中で、最
も回答率が高かったのは、「販売・受注不振
（５９．８％）」で、以下「他社との競合（５７．７％）」、
「価格競争の激化（５２．５％）」と上位３項目は１
年前（０９年４月）と変化はありません（図５）。
回答率の変化で著しいのは、「原油価格の高

騰」（＋８．５Ｐ）、「取引先信用不安」（▲５．２Ｐ）
であり、中小企業金融円滑化法の施行等により
取引先に対する信用不安懸念が後退する一方で、
素材や燃料コストの負担が増大してきている現
状が窺えます。

●経営課題への具体的対応策（複数回答）
営業を強化する傾向が強まり、従業員を削減
する動きは低下

経営課題への具体的対応策を尋ねたアンケー
ト結果の中では、上位項目は「必要経費の削減
（７３．８％）」、「販売促進強化（６１．３％）」、「技術向
上の促進（３６．５％）」と１年前の調査時から変化
はありません（図６）。項目の変化についてみる
と「販売促進強化」（＋７．０Ｐ）、「従業員の削減」
（▲７．９Ｐ）となっています。このことから、こ
れまでは人件費等の労務コストの削減で対応し
ていた部分が、新たな顧客の開拓や商品開発等、
販売促進強化による売上増への取り組みにシフ
トしてきていることが確認できます。
デフレ環境下、価格競争力は更に強まってお

り、コスト削減への取り組みによる支出圧縮の
動きから、新たな顧客の開拓や商品開発等、販
売促進強化で対応をしているという回答割合が
多い結果となりました。

（横尾 崇裕）

地域経済調査

18 FFG調査月報 2010年7月



7～9月期� 1～3月期�10～12月期�
�

4～6月期�
見込み�

▲13

▲7
▲14�
�

▲31

▲20

7～9月期�
予想�

▲38

▲18

▲10
▲11

4

▲10

0

10

▲20

▲30

▲40

▲50

2009年� 2010年�

売上高�
経常利益�

▲13

▲11

▲27 ▲24�
�

12

25

▲41

▲40

27

▲27

40

0

10

20

30

▲10

▲20

▲30

▲50

▲40

�

仕入価格�
販売価格�

7～9月期� 1～3月期�10～12月期�
�

4～6月期�
見込み�

7～9月期�
予想�2009年� 2010年�

9�
�

▲11�
� ▲14�

�

2�
�

▲27

7�
�

▲32

1�
� 0�

�

▲3�
�

在庫�
�
操業度・稼働率�

15

0

5

10

▲10

▲5

▲15

▲20

▲25

▲30

▲35

�

7～9月期�
�

1～3月期�10～12月期�
�

4～6月期�
見込み�

7～9月期�
予想�2009年� 2010年�

３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県４２３社（回答企業１６１社 回収率３８．１％）
熊本県２３４社（回答企業７６社 回収率３２．５％）
長崎県４６１社（回答企業２５１社 回収率５４．４％）

２．調査時点：２０１０年４月上旬～４月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２０１０年１～３月期：実績、１０年４～６月期：見込み、
１０年７～９月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

図７ 売上高と経常利益

図８ 仕入価格、販売価格

図９ 在庫、操業度・稼働率

●売上高と経常利益
◆全産業：売上高、経常利益ともに１～３月期
に上昇後、４～６月期（見込み）、７～９月期
（予想）に減少を予想しています。
◆製造業：１～３月期以降、持続的に改善を見
込んでいるのは、売上高は鉄鋼・非鉄、一般
機械、経常利益では鉄鋼・非鉄、金属製品と
なっています。

◆非製造業：１～３月期以降、持続的に改善を
見込んでいるのは、売上高では卸売、小売、
不動産、運輸・倉庫、ホテル・旅館となって
います。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格は上昇しており、１～３月
期に前年を上回った後も上昇を予想していま
すが、販売価格は引続き前年を下回る水準で
の推移を予想しています。

◆製造業：仕入価格は、食料品、化学・石油製
品、電子部品・電気機械を除く業種で先行き
上昇を予想、販売価格については微増を予想
しています。

◆非製造業：仕入価格は、建設、卸売、不動産
が先行き上昇を予想しており、販売価格につ
いても建設、小売が先行き上昇を予想してい
ます。

●在庫と操業度・稼働率

◆全産業：在庫は適正水準近くまで減少してき
ており、操業度・稼働率は改善してきている
ものの、４～６月期以降は再び低下が予想さ
れています。

◆製造業：在庫は約９割が適正であると回答し
ています。操業度・稼働率は食料品、鉄鋼・
非鉄で上昇しています。

◆非製造業：１～３月期以降、持続的な上昇が
見込まれているのは、操業度・稼働率では、
卸売、運輸・倉庫となっています。
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参考資料：各種ＢＳＩの詳細

（単位：％、ポイント）

福岡県
２００９年１０～１２期（実績） ２０１０年１～３期（実績）

差異
２０１０年４～６期（見込み） ２０１０年７～９期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 ２３．５ １９．３ ５７．２▲３３．７ ３４．２ ３１．１ ３４．８ ▲０．６ ３３．１ ３２．５ ４０．６ ２６．９ ５．６ ３１．３ ４１．９ ２６．９ ４．４
製 造 業 ３６．０ １３．３ ５０．７▲１４．７ ４１．０ ２５．６ ３３．３ ７．７ ２２．４ ３７．７ ３６．４ ２６．０ １１．７ ３５．１ ３５．１ ２９．９ ５．２

食料品 ６６．７ ２２．２ １１．１ ５５．６ ２５．０ ４１．７ ３３．３ ▲８．３▲６３．９ １８．２ ８１．８ ０．０ １８．２ ９．１ ８１．８ ９．１ ０．０
化学・石油製品 ７０．０ ２０．０ １０．０ ６０．０ ６３．６ １８．２ １８．２ ４５．５▲１４．５ ５４．５ ３６．４ ９．１ ４５．５ ７２．７ １８．２ ９．１ ６３．６

生コン １４．３ ０．０ ８５．７▲７１．４ ２０．０ ３０．０ ５０．０▲３０．０ ４１．４ ０．０ ４０．０ ６０．０▲６０．０ １０．０ １０．０ ８０．０▲７０．０
鉄鋼・非鉄 １６．７ １６．７ ６６．７▲５０．０ ４２．９ １４．３ ４２．９ ０．０ ５０．０ ５７．１ ２８．６ １４．３ ４２．９ ７１．４ １４．３ １４．３ ５７．１
金属製品 ３０．８ ２３．１ ４６．２▲１５．４ ５０．０ ２０．０ ３０．０ ２０．０ ３５．４ ４０．０ ３０．０ ３０．０ １０．０ ５０．０ １０．０ ４０．０ １０．０
一般機械 ６．３ ６．３ ８７．５▲８１．３ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ５６．３ １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３ １６．７ ４１．７ ４１．７▲２５．０

電子部品・電気機械 ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ １６．７ ５５．６ １１．１ ３３．３ ２２．２ ２２．２ ４４．４ ３３．３▲１１．１
輸送用機械 ６２．５ ０．０ ３７．５ ２５．０ ８５．７ １４．３ ０．０ ８５．７ ６０．７ ８５．７ １４．３ ０．０ ８５．７ ４２．９ ５７．１ ０．０ ４２．９

非 製 造 業 １３．２ ２４．２ ６２．６▲４９．５ ２７．７ ３６．１ ３６．１ ▲８．４ ４１．０ ２７．７ ４４．６ ２７．７ ０．０ ２７．７ ４８．２ ２４．１ ３．６
建設業 １２．９ １９．４ ６７．７▲５４．８ １４．８ ３３．３ ５１．９▲３７．０ １７．８ １４．８ ４０．７ ４４．４▲２９．６ ２５．９ ４０．７ ３３．３ ▲７．４
卸売業 ２１．１ ２１．１ ５７．９▲３６．８ ４５．０ ４０．０ １５．０ ３０．０ ６６．８ ４５．０ ５０．０ ５．０ ４０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０
小売業 １４．３ ３５．７ ５０．０▲３５．７ ３８．５ ３８．５ ２３．１ １５．４ ５１．１ ３８．５ ３８．５ ２３．１ １５．４ ２３．１ ５３．８ ２３．１ ０．０
不動産業 ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０ １２．５ ２５．０ ６２．５▲５０．０ ２５．０ １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０

運輸・倉庫業 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ５０．０ ３３．３ １６．７ ３３．３ １３３．３ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ １６．７ ６６．７ １６．７ ０．０
ホテル・旅館業 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０
サービス業 ２０．０ ５０．０ ３０．０▲１０．０ １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０▲１５．０ １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０

（単位：％、ポイント）

熊本県
２００９年１０～１２期（実績） ２０１０年１～３期（実績）

差異
２０１０年４～６期（見込み） ２０１０年７～９期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 ２０．７ ２１．８ ５７．５▲３６．８ ３９．５ ３４．２ ２６．３ １３．２ ４９．９ ３１．６ ４６．１ ２２．４ ９．２ ２７．６ ４６．１ ２６．３ １．３
製 造 業 ２３．４ ２３．４ ５３．２▲２９．８ ４８．５ ３３．３ １８．２ ３０．３ ６０．１ ３６．４ ４８．５ １５．２ ２１．２ ２７．３ ４８．５ ２４．２ ３．０

食料品 １０．０ ５０．０ ４０．０▲３０．０ ３３．３ ４４．４ ２２．２ １１．１ ４１．１ ３３．３ ５５．６ １１．１ ２２．２ １１．１ ７７．８ １１．１ ０．０
化学・石油製品 １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ ６６．７ ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

生コン ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０ ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３ ４１．７ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
金属製品 １０．０ １０．０ ８０．０▲７０．０ ２０．０ ４０．０ ４０．０▲２０．０ ５０．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ２０．０ ４０．０
一般機械 ３０．０ ２０．０ ５０．０▲２０．０ ４０．０ ６０．０ ０．０ ４０．０ ６０．０ ６０．０ ４０．０ ０．０ ６０．０ ６０．０ ４０．０ ０．０ ６０．０

電子部品・電気機械 ０．０ ４０．０ ６０．０▲６０．０ ６６．７ ３３．３ ０．０ ６６．７ １２６．７ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
輸送用機械 ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ １００．０ ６０．０ ４０．０ ０．０ ６０．０ ４０．０ ２０．０ ４０．０ ０．０

非 製 造 業 １７．５ ２０．０ ６２．５▲４５．０ ３２．６ ３４．９ ３２．６ ０．０ ４５．０ ２７．９ ４４．２ ２７．９ ０．０ ２７．９ ４４．２ ２７．９ ０．０
建設業 １８．２ ２７．３ ５４．５▲３６．４ １８．２ ６３．６ １８．２ ０．０ ３６．４ ９．１ ５４．５ ３６．４▲２７．３ ０．０ ５４．５ ４５．５▲４５．５
卸売業 １１．１ ０．０ ８８．９▲７７．８ ２５．０ １２．５ ６２．５▲３７．５ ４０．３ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ２５．０ ６２．５ １２．５ １２．５
小売業 １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３ １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ １３３．３ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ ２５．０ ７５．０ ０．０ ２５．０
不動産業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ２０．０ ８０．０ ０．０ ２０．０ ４５．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０

運輸・倉庫業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ８．３ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０
ホテル・旅館業 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ７５．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ５０．０ ２５．０ ２５．０ ２５．０
サービス業 ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ４０．０ ２０．０ ４０．０ ０．０ ０．０ ４０．０ ２０．０ ４０．０ ０．０ ６０．０ ０．０ ４０．０ ２０．０

（単位：％、ポイント）

長崎県
２００９年１０～１２期（実績） ２０１０年１～３期（実績）

差異
２０１０年４～６期（見込み） ２０１０年７～９期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 １７．９ ３６．２ ４５．９▲２８．０ ２１．５ ３９．８ ３８．６▲１７．１ １０．９ ７．６ ５０．４ ４２．０▲３４．４ １１．３ ５４．０ ３４．７▲２３．４
製 造 業 １７．４ ３０．２ ５２．３▲３４．９ ２５．９ ４１．２ ３２．９ ▲７．１ ２７．８ ７．１ ４９．４ ４３．５▲３６．５ １２．９ ５２．９ ３４．１▲２１．２

食料品 ２７．３ ２７．３ ４５．５▲１８．２ ７．７ ６１．５ ３０．８▲２３．１ ▲４．９ ０．０ ６１．５ ３８．５▲３８．５ ０．０ ８４．６ １５．４▲１５．４
繊維製品 １１．１ １１．１ ７７．８▲６６．７ ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７ ８３．３ １６．７ ５０．０ ３３．３▲１６．７ １６．７ ６６．７ １６．７ ０．０
窯業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ２５．０ ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
土石 ２６．７ ２６．７ ４６．７▲２０．０ ２９．４ ３５．３ ３５．３ ▲５．９ １４．１ ５．９ ２９．４ ６４．７▲５８．８ ５．９ ４１．２ ５２．９▲４７．１

鉄鋼・非鉄 １６．７ ０．０ ８３．３▲６６．７ １６．７ ０．０ ８３．３▲６６．７ ０．０ ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７
金属製品 １４．３ １４．３ ７１．４▲５７．１ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ４０．５ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０
一般機械 ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ２８．６ ２８．６ ４２．９▲１４．３ ５２．４ １４．３ ５７．１ ２８．６▲１４．３ １４．３ ４２．９ ４２．９▲２８．６

電子部品・電気機械 ２０．０ ２０．０ ６０．０▲４０．０ ６０．０ ２０．０ ２０．０ ４０．０ ８０．０ ０．０ ６０．０ ４０．０▲４０．０ ４０．０ ６０．０ ０．０ ４０．０
輸送用機械 ８．３ ５０．０ ４１．７▲３３．３ ７．７ ６９．２ ２３．１▲１５．４ １７．９ ０．０ ６１．５ ３８．５▲３８．５ １５．４ ５３．８ ３０．８▲１５．４
その他製造業 １８．２ ６３．６ １８．２ ０．０ ４４．４ ４４．４ １１．１ ３３．３ ３３．３ ０．０ ７７．８ ２２．２▲２２．２ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３
非 製 造 業 １８．１ ３９．４ ４２．５▲２４．４ １９．３ ３９．２ ４１．６▲２２．３ ２．１ ７．９ ５０．９ ４１．２▲３３．３ １０．４ ５４．６ ３５．０▲２４．５

漁業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３ ▲８．３ ０．０ ８３．３ １６．７▲１６．７ １６．７ ８３．３ ０．０ １６．７
建設業 １７．９ ４３．６ ３８．５▲２０．５ ２５．０ ３３．３ ４１．７▲１６．７ ３．８ ５．６ ４１．７ ５２．８▲４７．２ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
卸売業 １２．９ ３５．５ ５１．６▲３８．７ １３．３ ４０．０ ４６．７▲３３．３ ５．４ ６．９ ４４．８ ４８．３▲４１．４ ７．１ ６０．７ ３２．１▲２５．０
小売業 ２６．５ ３２．４ ４１．２▲１４．７ ２３．１ ３０．８ ４６．２▲２３．１ ▲８．４ １５．４ ５３．８ ３０．８▲１５．４ １９．２ ５３．８ ２６．９ ▲７．７
不動産業 １６．７ ６６．７ １６．７ ０．０ ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０▲２０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ０．０

運輸・倉庫業 １５．８ ４２．１ ４２．１▲２６．３ １３．６ ３６．４ ５０．０▲３６．４▲１０．０ ４．５ ４５．５ ５０．０▲４５．５ ４．５ ５９．１ ３６．４▲３１．８
ホテル・旅館業 ２０．０ ３０．０ ５０．０▲３０．０ ７．７ ３８．５ ５３．８▲４６．２▲１６．２ ７．７ ３８．５ ５３．８▲４６．２ １５．４ ４６．２ ３８．５▲２３．１
サービス業 １１．８ ４７．１ ４１．２▲２９．４ ２８．６ ５０．０ ２１．４ ７．１ ３６．６ ７．１ ６７．９ ２５．０▲１７．９ １８．５ ７０．４ １１．１ ７．４

地域経済調査

業況ＢＳＩの詳細

20 FFG調査月報 2010年7月



新界北部�

新界西部� 新界中部� 新界東部�

九龍�

香港島�ランタオ島�

長洲島�
ラマ島�

香港の不動産事情REPORT

今年５月に開幕した上海万博をメディアが連日のように報道するなかで、中国が急速に発展してい

る様子を垣間見ることが出来ました。一方で、中国経済が今バブルの状態であるとして不安視する声

があるのも事実です。

こうした状況を打開すべく中国政府も、住宅購入向け融資の制限や、購入時に必要な頭金割合の引

き上げ等、国内の不動産市場の規制措置を強化しています。

しかし、今後さらに中国が不動産価格を抑制し、人民元切り上げを容認する措置を講じた場合、香

港に大きな影響が及ぶのではないかと考えられます。では一体どのような影響が考えられるのでしょ

うか。今回は香港の不動産事情についてご紹介します。

１．香港の概要

香港の総面積は１，１０４平方キロメートルあり、

日本で言えば札幌市と同じくらいの面積です。

総人口は約７００万人、人口密度は世界第４位の

約６，３００人（平方キロメートルあたり）です。香

港は大きく４つ（香港島・九龍・新界・離島）の

地域に分けられます。香港島は行政・金融・商

業を備えた香港の中心部で、１８４２年の南京条約

により清国よりイギリスへ割譲された地域です。

九龍は中国大陸と陸続きであり、尖沙咀（チム

サーチョイ）はこの地区を代表する商業・観光

の中心街です。また香港内で最も工業区域が多

い地域でもあり、１８６０年の北京条約でイギリス

に割譲されました。新界は１８９８年にイギリスが

９９年間租借した地域で、面積は香港の総面積の

約９０％を占めています。現在は商業施設（ショッ

ピングセンター等）も増え、ベッドタウンとし

て開発が進んでいますが、中国大陸と陸続きで

ある為、中国と往来するにはとても便利であり、

物流拠点としても有名な地域です。

２．香港不動産価格高騰の理由

０８年のリーマンショック後に大きく下落した

不動産価格は、０９年末時点で前年同期比２２％増

まで回復、１０年に入ると不動産価格は急上昇し、

香港不動産がバブル期だった９７年当時の水準ま

で回復したとも言われています。ではなぜ現在

の環境下で、不動産価格が早期回復したので

しょうか。

理由の一つに海外からの資金流入、特にチャ

イナマネーの流入が挙げられます。資源に乏し

く製造業も少ない香港で、経済を活性化させる

原動力は海外からの資金流入ですが、外貨管理

上の問題から中国本土からの直接投資は受け付

けていません。その為、中国の富裕層は、香港

政府が外貨流入を促進する策として０３年に導入

した投資移民制度※を活用することで対応して

海外リポート

Keyword
※投資移民制度：海外からの投資促進を目的として香港政府が２００３年１０月より受付を開始した制度。香港の不動産、特定の有価証券或い

はその他金融資産に対する投資額が６．５百万香港ドル（約７８百万円）を超える者に対して居住権を与え、且つその投資期間
が満７年となった者に対しては永住権を給付する。ただし、中国本土からの直接投資は出来ない為、中国の富裕層は海
外の国籍や永住権を取得した上で本制度を活用している。

香港地図

21FFG調査月報 2010年7月



深水

旺角

油麻地

佐敦

尖沙咀

香港
上環

中環
金鐘 湾仔

ビークトラム

銅羅湾

九龍

九龍公園

スターフェリー

スターフェリー

九 龍 �

サムソイボ�

モンコク�

チムサーチョイ・イースト�
チムサーチョイ�

ションワン�

セントラル�
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九龍サイド オフィス・商業地区

香港島サイド オフィス・商業地区

います。海外の国籍や永住権を取得することに

より、香港への投資が可能となることから、本

土客相手に国籍等の取得手続きを代行する店も

増えています。前述のような中国政府による国

内の不動産規制により、投資の行き場を失った

中国人の投資ニーズと、海外からの資金流入を

促したい香港政府とのニーズが合致した形とな

り、不動産（特に高級不動産）への投資に繋がっ

ているものと推察されます。

０３年１０月から開始された投資移民制度は、０９

年末までに６千人近い申請を香港政府が許可

（うち中国人は７割強）しており、投資金額も

４２０億香港ドル（約５，０４０億円）もの資金が流入し

ています。そのうちの約３割程度が不動産購入

に充てられており、０９年末までの不動産購入の

累計額は１２３億香港ドル（約１，４７６億円）となって

います。

特に、最近では中国人が適正価格を度外視す

る形で物件を積極的に買い入れる動きも見られ

るなど、不動産購入の動きは一段と激しくなっ

てきており、０９年における年間での不動産購入

額が５６億香港ドル（約６７２億円）と、０８年末まで

の累計額（６７億香港ドル）と遜色ない水準まで増

加していることも、不動産価格の一層の高騰を

招いている要因とされています。

以上のように、中国人による香港不動産への

投資が不動産価格高騰の要因の一つであること

は間違いありません。また、他の国々でもリー

マンショック以降、母国での不動産投資による

リターンを得にくくなった事情もあり、中国人

と同様に香港へ不動産投資の目が向けられてい

ることも価格が高騰している要因の一つである

と考えられます。

海外リポート

香港の住宅街

香港島・九龍地区の賃貸エリア
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３．賃貸物件の状況・特色

次に香港における賃貸物件のマーケットにつ

いてですが、賃貸物件といっても様々な市場が

あり、代表的なものはオフィス市場・店舗（飲

食含む）市場・住宅市場・倉庫市場です。

香港では、収益物件は一棟売りではなく、フ

ロア単位や部屋単位で切り売りされる形態が一

般的な為、テナントはそれぞれのオーナーと個

別契約する必要があり、家賃も部屋ごとに大き

く異なります。その為、オーナーの「言い値」

が通りやすい点には注意が必要であり、テナン

トは近隣の家賃相場を確認しながら慎重に家賃

交渉をする必要があります。交渉が不成立とな

れば、次の移転先を探す必要があることに加え、

退去時の部屋の原状回復費用や移転費用、移転

先の内装費用等々のコストも必要になるという

ことを十分勘案したところで賃料交渉に挑む必

要があります。特に人気の地区ではこういった

ケースがよく見受けられます。

４．香港政府の不動産価格高騰に対する政策

香港では今、高級物件だけでなく中堅物件の

価格や賃貸物件の相場自体も上昇しており、香

港政府も不動産価格安定の為に次のような抑止

策を打ち出しました。

�２千万香港ドル（約２億４千万円）を超える
不動産売買取引に印紙税額の引き上げを

行う

�公共団地計画を再開する
�不動産購入用ローンの最低金利設定を行う

しかし現状としては、�は印紙税の引き上げ率

が低い、�については需要を上回るほどの供給
量ではない、�に関しても現行のローン金利を
若干上回る程度で、これといった抑止効果も出

ていないことから、更なる追加策が打ち出され

る可能性もあります。

５．最後に

香港では不動産に対して、資産保有という目

的よりも投資商品の一つとしての考え方が強い

ように感じます。不動産価格も短期間で乱高下

する傾向が強いことから、短期的な売買取引も

多くみられるなど、株式投資と同様に扱われて

います。

このような不動産市場に、香港内の投資家だ

けでなく、中国本土からの投資家（チャイナマ

ネー）も参加していることから、景気後退後の

不動産価格下落局面から凄まじいスピードで立

ち直りましたが、その一方で、不動産価格・賃

貸相場の高騰が、香港住民の生活を圧迫してい

るのも事実です。

ある機関が行った調査結果によると、８割の

市民が現状の住宅価格は負担できる水準を超え

ていると考えており、毎月の家賃や住宅ローン

といった住居費が世帯収入の４０％以上を占める

家庭も約２割存在することがわかりました。

中国経済の活況下、中国政府の不動産市場に

対する規制措置により、チャイナマネーの投資

先が香港の不動産市場に向けられたことで、香

港の不動産価格が今後どこまで上昇していくの

か見守る必要があります。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

香港オフィス地区別平均家賃（HKD／平方フィート） 香港飲食店用中規模店舗平均家賃（HKD／平方フィート）

中 環 ８１～９８（約１０～１３千円） 中 環 ４６（約６千円）

湾仔・銅鑼灣 ４０（約５千円） 銅 鑼 灣 ４６（約６千円）

香港島東部 ２９（約４千円） 尖 沙 咀 ４２（約５千円）

尖 沙 咀 ３４（約４千円） 旺 角 ３９（約５千円）

九 龍 東 部 １９（約２千円） 日本円は平方メートルあたり家賃

その他地域 ２３（約３千円）
（出所）CUSHMAN & WAKEFIELD MARKETBEAT

２０１０年第１四半期地区別平均家賃
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福銀小倉ビルリニューアルオープン

福岡銀行は、平成２２年５月に福銀小倉ビル（北

九州市小倉北区船場町）をリニューアルオープ

ンいたしました。新しい福銀小倉ビルでは、お

客様へ品質の高いサービスのご提供と利便性の

向上を目指し、「小倉コンサルティングフロア」

と「セミナールーム」を新設しております。

コンサルティングフロアについて

福岡銀行小倉支店１階の「小倉コンサルティ

ングフロア」には、個人のお客様相談窓口と外

貨両替窓口を設置いたしております。

個人のお客様相談窓口では、お客様それぞれ

のライフプランに応じて、資産運用やローン等

各種ご相談を専門知識の豊富な行員が承ってお

ります。また、お客様にゆっくりとご相談いた

だけるよう平日時間外や土曜日も営業しており

ます。

また、外貨両替窓口では、世界１３カ国の通貨

（米ドル・韓国ウォン・中国元など）を取り揃え

ておりますので、海外へのご旅行やご出張の際

にご利用ください。
＊外貨両替の際に適用される為替相場には福岡銀行所定
の手数料〈例：米ドル現金１ドルあたり３円〉が含まれ
ます。

セミナールームを５階に新設

５階フロアには「セミナールーム」を新設し、

「日本株式市場の動向」や「快適！！省エネ・

エコ住宅のすすめ」など資産運用、住宅、保険、

年金に関するものはもちろん、「健康・美容」や

「旅行」など趣味に関するものまで幅広いテー

マのセミナーを数多く開催しております。

お申込みは、お電話のほかに福岡銀行ホーム

ページからも承ります。先着順ですので、お早

めにお申込みください。

皆様のお越しを心よりお待ちしております。

【お問合せ先】

福岡銀行 小倉支店

北九州市小倉北区船場町２－１

ＴＥＬ：０９３－５２１－３１７２

ＦＡＸ：０９３－５２１－３１８５

ＦＦＧニュース

営業時間のご案内

営業内容 平 日 土 曜 日 場 所

外 貨 両 替 ９：００～１６：００ ―

１階小倉コンサルティングフロア資産運用のご相談 ９：００～１７：００ １０：００～１７：００

ローンのご相談 ９：００～１７：００ １０：００～１７：００

※４階の北九州ローンセンターでは、日曜日営業（第２・３・４（５）日曜日）を行っております。
※年末年始の銀行休業日は、休業させていただきます。その他特定の土曜日（ゴールデンウィーク期間中等）についても休業させていただくことがございます。
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セミナーカテゴリー�

KA 投信報告会� KB マネー� KC 住宅�

KF 趣味・その他�

マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を行うことが
　あります。�
■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所定の手数料
　等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定された販売手数料及
　び信託報酬等の諸経費、個人年金保険の場合は、契約初期費
　用のほか、保険関係費用・運用関係費用・年金管理費用等の
　諸経費、等）をご負担いただく場合があります。また、各商品
　等には価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。�
　商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当該商
　品等の「契約締結前交付書面」や「投資信託説明書（交付目
　論見書）」、「年金保険ご契約のしおり・約款」またはお客様向
　け資料等をよくお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

７月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナーもございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

ＦＦＧニュース

平成２２年６月１日現在
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九州の鉱工業生産動向
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（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている

２０１０年４月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、海外の火力発電所向けタービンやアジア

向け半導体製造装置等の生産が好調な一般機械と自動車向け素材が好調な化学などにより、前月比

２．５％上昇の１０１．９と３ヵ月ぶりに前月比プラスに転じるなど持ち直しの動きが続いています。

［業種別動向］……………一般機械、化学などの生産が上昇

業種別にみると、輸送機械については、乗用車の決算期末における販促の動きが終了したことから、

マイナスに寄与した一方で、海外向け生産が好調な一般機械や化学など１７業種中１０業種でプラスに寄

与しました。

九 州経済動向

26 FFG調査月報 2010年7月



福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県

2009
4324 5 6 7 8 9 10 11 12 1

2010

（億円） （％）
0

▲10

0

200

400

600

800
前年比

福岡県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、アジア向け需要が好調に推移している一般機械や化学が上昇するなど持ち直しの動

きが継続しています。

大型小売店販売額は、前年割れで推移しましたが、住宅建設は、貸家、持家、分譲とも増加し、２

ヵ月連続で前年実績を上回りました。公共工事については、５ヵ月ぶりに前年を下回る結果となりま

したが、全体的には堅調な動きとなっています。

［生産活動］……………総合指数は持ち直しの動きが継続

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は９１．３となり、前月比０．３％上昇

しました。

主要業種をみると、化学が前月比１２．２％、一般

機械についても同９．０％上昇しています。いずれ

もアジア向けの需要増によるものが大きく、持ち

直しの動きが継続しています。

［大型小売店］……………前年割れが継続

４月の大型小売店販売額は、百貨店、スーパー

ともに天候不順がマイナス要因となり、前年同月

比５．１％減の５０１億円と２１ヵ月連続で前年比マイナ

スとなりました。

内訳をみると、百貨店は、同６．９％減の２０４億円、

スーパーについても同３．８％減の２９６億円となりま

した。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年比プラス

４月の新設住宅着工戸数は、前年比１５．９％増の

２，６２５戸と２ヵ月連続で前年比プラスとなってい

ます。内訳は、貸家で前年比１８．３％増の１，３２７戸、

持家は同１１．３％増の７３１戸、分譲では同１７．３％増

の５６４戸となっています。貸家、持家、分譲とも

に住宅版エコポイント等の支援策の効果に加え、

前年に大きく落ち込んだ反動もあり好調に推移し

ています。

［公共工事］……………請負金額は５ヵ月ぶりに前年割れ

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１．０％減の６１３件、金額について

も同３．５％減の４３２億円と件数、金額ともに前年を

下回りました。

発注者別でみると、「県」や「市町村」の発注

額は増加した一方、九州大学の移転関連工事が一

巡したことから「その他の公共的団体」で大きく

減少し、全体では５ヵ月ぶりに前年割れとなりま

した。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに前年比減少

５月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比４７．６％減の２２件、負債

総額は、大型倒産が発生した前年同月に比べ、同

７５．１％減の４５億円と減少しました。「中小企業金

融安定化法」等の企業支援策の効果により、件数、

負債総額ともに低水準で推移しています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動は、総合指数は２ヵ月連続で低下したものの、電子部品・デバイスは横ばいながら高水準

の生産を維持するなど、持ち直しの動きが続いています。公共工事は、請負金額が１０ヵ月ぶりに前年

を下回り、住宅建設は前年割れながら、持家が６ヵ月連続で前年を上回っています。大型小売店販売

額については、主力の衣料品が伸びず、前年実績を下回りました。企業倒産は大型倒産が相次いだ前

年に比べると、件数、請負金額ともに前年を下回りました。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続で低下

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比６．４％減の９０．１と２ヵ月

連続で低下しました。

半導体製造装置等の生産が高い伸びとなった一

般機械や輸送機械は上昇し、電子部品・デバイス

はほぼ横ばいながら高水準を維持しています。一

方、食料品・たばこは低下しました。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年割れ

４月の県内大型小売店販売額は、前年比３．３％

減の１３２億円と前年実績を下回りました。

商品別では、主力の衣料品は、天候の影響から

季節商品の販売が振るわず、前年比３．３％の減少

となりました。軒並み前年割れとなるなか、飲食

料品は同１．９％、電気機械器具は同８．８％と前年を

上回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………４ヵ月連続で前年を下回る中、
持家は６ヵ月連続で増加

４月の新設住宅着工戸数は、前年比１６．４％減の

６８２戸と４ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同１．１％増の２８０戸と６

ヵ月連続で前年を上回り、貸家は前年落ち込んだ

反動から３６３戸、同３６．０％増と大幅な伸びとなり

ました。一方、分譲は、マンションの着工実績が

なかったことから、同８６．３％減の３７戸と低調に推

移しています。

［公共工事］……………請負金額は１０ヵ月ぶりに前年割れ

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３．６％増の３１７件、金額が同３４．５％減

の１７５億円と請負金額は１０ヵ月ぶりに前年を下回

りました。

発注者別にみると、「国」は大幅に増加しまし

たが、九州新幹線関連工事の一服から「独立行政

法人等」は前年比で大幅に減少しました。

公共工事削減の動きの中で、件数、請負金額と

もに減少傾向を辿っています。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに前年比大幅減

５月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比６２．５％減の３件、負債総額

が同７０．９％減の６億３，２００万円となりました。

昨年は大型倒産が相次いだことに加え、金融円

滑化法案施行下での企業支援の動きから、倒産件

数、負債総額ともに、前年を大幅に下回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、輸送機械を中心に、持ち直しの動きが続いています。住宅建設は持家、貸家など軒

並み前年実績を下回り、公共工事は前倒し発注の反動等から、前年実績を下回っています。大型小売

店販売額は、減少傾向が続く中、前月に引き続き減少幅が縮小し、企業倒産は前年に比べ、件数、負

債金額ともに低水準で推移しています。

［生産活動］……………輸送機械が大幅に上昇

３月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比２．０％上昇し１３０．１となり

ました。

業種別でみると、新造船建造の影響から輸送機

械が同２９．７％と大幅に上昇し、総合指数は２ヵ月

連続で上昇しました。

［大型小売店］……………減少幅は前月に引き続き縮小

４月の県内大型小売店販売額は、前年比１．４％

減の９３億円と前年を下回りました。販売額は減少

傾向を辿っていますが、減少幅は前月に引き続き

縮小しました。

天候不順の影響から季節商品の売れ行きが伸び

ず、衣料品は前年比７．７％減と低調でした。一方、

新エコポイント制度が導入された以降も、電気機

械器具は同７５．８％増と好調な動きが続いています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………持家、分譲など軒並み前年を下回る

４月の新設住宅着工戸数は、前年比１８．９％減の

３７７戸と２ヵ月ぶりに前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同１９．７％減の１９６戸、

貸家は同６．１％減の１６９戸、分譲も同３６．８％減の１２

戸と軒並み減少しました。また、分譲のうちマン

ションについては、前月に引き続き着工実績があ

りませんでした。

［公共工事］……………請負金額は７ヵ月連続で前年を下回る

４月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２３．１％減の１８０件、金額が同３５．８％

減の９７億円となり、請負金額は７ヵ月連続で前年

を下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は同１２．８％

と２ケタ増となったものの、前年の反動から「県」

が同３３．６％減、「市町」が５８．３％減と、いずれも

大幅に減少しました。

公共工事削減の動きから、基調は件数、請負金

額ともに減少傾向にあります。

［企業倒産］……………件数、負債金額ともに低水準で推移

５月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６６．７％減の４件、負債総額

が同８７．４％減の３億７，５００万円となりました。

昨年は大型倒産が発生したことに加え、金融円

滑化法案に基づく企業支援の動きが浸透したこと

から、件数、負債金額ともに低水準で推移してい

ます。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８０．５ ▲２２．５ ８１．７ ▲２１．７ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．４ ▲４５．５ ▲３６．４ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２

４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲４．４ ▲３９．１ ▲３５．５ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲４．２ ▲４０．９ ▲４２．２ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ８．０ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲７．９ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ２．３ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ ７．１ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲３．８ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲７．４ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ８９．７ ５．１ ９０．５ ５．２ ９３．６ ▲１４．７ １５．４ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９２．１ １８．５ ９２．９ １９．６ ９４．６ ▲１２．５ ▲３．１ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．０ ９４．８ ２８．８ ９５．５ ▲７．６ ▲３．８ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３２．５ ９６．７ ３０．４ ９４．０ ▲６．０ ５．４ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．３ ９８．２ ２７．１ ９４．３ ▲３．６ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額
（速報値）

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９３４ ０．２ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５０６ ▲１．１ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７８５ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１７ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０

４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．２ ▲４．２ １００．８ ▲０．１ １５，９６３ ▲５．１ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１７８ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０４０ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６１ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．１ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３６ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０８ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２２４ ▲８．８ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９３ ▲３．９ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１６３ ▲５．０ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０１８ ▲３．３ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８１６ ▲４．２ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．０ ▲０．２ ９９．６ ▲１．２ １５，４７２ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５３ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２５ ４．３

４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４８ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４６ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額
（速報値）輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１１，３９６ ０．２
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７０１，３４１ ▲１．４
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．４
２００９．３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．５

４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．７
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．４
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０６ ▲４．１
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．５
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．４
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，４４３ ▲２．７
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３３ ▲９．５
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，９３８ ▲３．７
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８０ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．７ ▲３８．３ ７２．９ ▲３５．９ ７９．４ ▲２９．９ ７８．４ ▲２２．８ １１３．２ ▲７．３
２００９．３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１

４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８７．１ ▲４．４ ９２．５ ０．８ ８０．１ ▲２９．１ ６８．２ ▲３５．８ １０４．８ ３１．２ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２ ８７．２ ２．１ １０１．０ ３０．２ ８４．０ ▲２２．４ ７６．７ ▲２２．９ ９６．０ ３９．１ ８５．９ ８．７ ９９．８ ▲２２．５

２０１０．１ ９２．７ ２１．３ ９１．７ ５８．８ ８１．１ ▲９．３ ８２．７ ▲３．０ １１０．１ ６９．０ ９３．０ ２６．３ １００．３ ▲１９．４
２ ９１．０ ３８．９ ９９．１ ７４．１ ８９．３ ２１．８ ８２．９ ８．９ １０２．７ １６５．０ ９０．４ ４８．６ ８９．９ ▲２５．６
３ ９１．３ ３１．２ ９８．５ ７０．１ ９５．３ ３７．２ ９０．４ ２．０ １００．５ １３３．３ ９１．１ ４１．２ ９２．４ ▲２２．８
４

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯） 有 効 求

人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８

４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４２ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．３ １０３．６ ▲２５．３ ４９．１ ▲３７．２ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８

４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．５ ９４．７ ▲２５．８
１１ ８６．２ ▲１０．１ ９３．２ ▲１．２ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．４ ▲１１．１ ９４．１ ▲２９．８
１２ ８９．８ ▲３．５ ９０．７ ▲２．８ １３１．１ １７．０ ４９．５ ▲２１．５ ７１．７ ▲２９．４ ８３．５ ▲６．９ ９６．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９６．７ １５．７ １０２．５ ４．７ １３７．５ ５８．０ ５４．０ ▲２４．９ ７７．８ １．５ ９３．０ ９．４ ９８．５ ▲３１．８
２ ８９．６ ２７．０ ９６．５ １．１ １２３．１ ６６．０ ６３．９ ２０．５ ８３．９ １０．１ ９２．１ ２０．４ １０２．０ ▲２８．１
３ ９０．１ ２７．８ ９４．１ ▲３．３ １２２．６ ５７．２ ９３．３ ５２．９ ８９．５ ２５．５ ９０．２ ２４．６ ９２．４ ▲２３．２
４

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額
（速報値）輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，５１６ ▲０．７
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，２８１ ▲１．７
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８６ ▲６．２
２００９．３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３３９ ▲５．６

４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲７．６
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，４２１ ▲２．６
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６９９ ▲５．０
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６７ ▲２．５
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８３ ▲５．３
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１

４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２１００．０ ▲０．９
２００９．３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５１９ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５

４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２４９ １９．３ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ０ ▲１００．０ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６３ ▲８．４ ９８．９ ▲１．７

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．７ ▲１７．６ １２３．８ ▲１９．８ ９９．６ ▲２．１ １９０．３ ▲２５．５ １１０．７ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．３ １０１．３ ▲３２．７ ８０．７ ▲４０．６ ９６．３ ▲６．１ １２８．９ ▲４８．９ １１６．５ ５．９ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４

４ ８８．３ ▲３８．４ ７０．６ ▲５０．９ １０１．７ １．６ ６２．１ ▲７１．６ １２２．５ ６．６ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ １１２．３ ▲３３．０ ９６．６ ▲４０．１ １０１．８ ▲０．２ １３１．６ ▲５５．１ １１９．６ ０．４ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １６３．５ １．９ １１３．２ ▲２９．４ ９７．８ ４．８ ３５５．９ ２３．６ １１８．７ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １４０．０ ２．２ １３８．９ ▲２４．８ ９３．５ ▲５．７ ２１９．５ ３１．０ １３１．５ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １５２．９ ▲７．９ ２０１．５ ▲３．２ １１０．２ ６．６ ２３９．６ ▲１１．８ １０６．５ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １５３．２ ０．４ １７８．９ ▲４．３ １０７．０ １．３ ２４８．３ １１．２ １０４．５ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １５０．０ ▲６．６ １６５．６ １．７ １０３．１ ▲１．５ ２６０．５ ▲２．２ １１２．１ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １３２．３ ▲２．３ １０３．７ ▲２２．９ ９５．２ ▲３．７ ２３７．５ １９．１ １０２．０ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １４１．５ ９．２ １４４．４ ２１．４ １００．６ １．８ ２３９．７ ２１．４ ９９．２ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２０．６ ３２．４ １５３．８ ３９．６ １０３．３ ４．２ １６６．６ ２０３．６ ９５．７ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １２７．５ ６７．６ １５７．８ ５８．９ １０８．１ １４．８ １８４．２ １０３８．１ ９９．２ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３０．１ ２９．８ １３７．７ ７２．８ １０２．６ ７．７ １６９．８ ３３．７ １２８．７ １１．４ ４３ ▲７７．７ ６ ▲９７．１ ５６．８
４ ４９．５

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額
（速報値）

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３４５ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２５，３２７ ▲３．８ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９３４ ▲５．９ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．３ ９，４２３ ▲９．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４２ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０

４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４２ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２２６ ▲５．４ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．７ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８１１ ▲５．９ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．１ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ８，９９７ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８１ ▲３．２ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，４９１ ▲６．７ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１４８ ▲５．４ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２７８ ▲１．５ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１９ ▲１．４ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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ＦＦＧ経営者クラブ 新サービスのご案内

ＦＦＧ調査月報２６号 ２０１０年６月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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